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卸売業 回答事業所24件（回答率96.0％）－業況判断指数　前期比後退 ▲50.0 －

製造業 回答事業所29件（回答率80.6％）－業況判断指数　前期比後退 ▲13.8 －

　管内卸売業24社による業況判断指数は「▲
50.0」、前期比41.3ポイント後退したが、前
年同期比では11.9ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲44.4」、前期比
38.6ポイント後退、郡部も「▲66.7」前期比
50.0ポイント後退した。
　売上額指数は「▲58.3」、前期比58.3ポイ
ント後退したが、前年同期比では8.3ポイン
ト改善した。
　収益指数は「▲54.2」、前期比49.8ポイン
ト後退したが、前年同期比では3.0ポイント
改善した。

　管内製造業29社による業況判断指数は「▲
13.8」、前期比6.9ポイント後退したが、前年
同期比は15.4ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲5.0」前期比26.1ポ
イント後退、郡部は「▲33.3」前期比26.7ポ
イント改善した。
　売上額指数は「▲24.1」、前期比34.5ポイ
ント後退したが、前年同期比は30.0ポイント
改善した。
　収益指数は「▲24.1」、前期比27.6ポイン
ト後退し、前年同期比では38.4ポイント改善
した。
　業況判断指数は１頁の表参照
　売上額指数、収益指数は４頁の表参照
　以下各業種とも同じ

｢業況判断｣(D.I.)の回答の内訳
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建設業 回答事業所52件（回答率86.7％）－業況判断指数　前期比後退 ▲30.8 －

運輸業 回答事業所17件（回答率94.4％）－業況判断指数　前期比後退 ▲37.5 －

　管内運輸業17社による業況判断指数は「▲
37.5」、前期比37.5ポイント後退、前年同期
比も8.1ポイント後退した。
　地域別では、市部が「▲44.4」前期比33.3
ポイント後退、郡部も「▲28.6」前期比41.1
ポイント後退した。
　売上額指数は「▲58.8」、前期比94.1ポイ
ント後退、前年同期比でも5.9ポイント後退
した。
　収益指数は「▲35.3」、前期比76.5ポイン
ト後退、前年同期比でも5.9ポイント後退し
た。

小売業 回答事業所60件（回答率87.0％）－業況判断指数　前期比改善 ▲33.3 －

　管内小売業60社による業況判断指数は「▲
33.3」、前期比3.3ポイント改善、前年同期比
でも10.9ポイントの改善であった。
　地域別では、市部が「▲26.5」前期比1.7ポ
イント改善、郡部も「▲42.3」前期比4.1ポイ
ントの改善であった。
　売上額指数は「▲25.4」、前期比7.1ポイン
ト後退、前年同期比では9.2ポイント改善し
た。
　収益指数は「▲25.4」、前期比2.9ポイン
ト改善、前年同期比でも16.9ポイント改善し
た。
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　管内建設業52社による業況判断指数は「▲
30.8」、前期比30.8ポイント後退したが、前
年同期比は1.2ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲30.6」前期比41.4
ポイント後退し、郡部も「▲31.3」前期比9.0
ポイント後退した。
　売上額指数は「▲32.7」、前期比45.7ポイ
ント後退、前年同期比でも8.7ポイント後退
した。
　収益指数は「▲44.2」、前期比44.2ポイン
ト後退、前年同期比でも20.2ポイント後退し
た。
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鉱　業 回答事業所５件（回答率100.0％）－業況判断指数　前期比後退 0.0 －

不動産業 回答事業所８件（回答率66.7％）－業況判断指数　前期比改善 12.5 －

　 管 内 鉱 業 5 社 に よ る 業 況 判 断 指 数 は
「0.0」、前期比50.0ポイント後退、前年同期
比でも33.3ポイント後退した。
　地域別では、市部が「100.0」、前期比で
100.0ポイント改善、郡部は「▲25.0」で前期
比91.7ポイント後退した。
　売上額指数は「▲100.0」前期比100.0ポイ
ント後退、前年同期比では横這いとなった。
　収益指数は「▲100.0」前期比100.0ポイン
ト後退、前年同期比では33.3ポイントの後退
であった。

　管内不動産業8社による業況判断指数は
「12.5」、前期比42.5ポイント改善、前年同
期比でも12.5ポイントの改善であった。
　地域別では、市部が「14.3」前期比47.6ポ
イント改善、郡部では「0.0」と前期比横這
いであった。
　売上額指数は「37.5」、前期比57.5ポイン
ト改善、前年同期比でも48.6ポイントの改善
となった。
　収益指数は「37.5」前期比37.5ポイント改
善、前年同期比でも48.6ポイント改善した。

サービス業 回答事業所43件（回答率81.1%）－業況判断指数　前期比改善 ▲14.0 －

　管内サービス業43社による業況判断指数は
「▲14.0」、前期比3.8ポイント改善し、前年
同期比でも24.7ポイント改善した。
　地域別では、市部が「▲13.8」前期比11.2
ポイント改善、郡部では「▲14.3」となり前
期比14.3ポイントの後退であった。
　売上額指数は「▲39.5」、前期比26.2ポイ
ント後退、前年同期比は▲0.9ポイントで若
干の後退となった。
　収益指数は「▲48.8」、前期比19.9ポイン
ト後退、前年同期比でも3.4ポイントの後退
となった。
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特別調査アンケート結果 〜外国人・海外情勢と中小企業～

◎�コロナ前の水準に戻っているかどうかは「わからない」が5割強、外国とのかかわ
りの中でのビジネスチャンスを増やす意向は消極的意向が８割を占める

　外国の方との接触機会は、コロナ前に戻っている実感については、53.0％が「わからない」と回答し
た。業種別では、製造業・鉱業で「わからない」とする先が多かった。ビジネスチャンスを増やす意向
は、「大いにある」「どちらかというとある」が全体で19.9％であったが、市部より郡部でその傾向が
強かった。

◎外国人労働者を雇用している先は8.4％
　外国人を雇用している先は全体で8.4％(回答先223先中19先)と少なく、うち「10％未満」が5.8％(13先)、
地区別では市部で15先、郡部4先であったが、「30％～40％」の先が郡部の製造業であったのが目立っ
た。雇用していない理由としては、「人手が充足している」回答がもっとも多く、建設業では「受入負担
が重い」、運輸業では「コミュニケーションなどで心配がある」がもっとも多い回答であった。

◎「外国向けの売上げはない」が殆どを占める
　83.9％(回答先223先中187先)が「外国向けの売上げはない」と回答した。「外国向けの売上げがある」とし
た先は36先。うち「40％～50％」と「20％～30％」がそれぞれ1先(いずれも市部のサービス業)であったこと
が目立つところであり、34先が「10％未満」であったが、その中で郡部の小売業が48.0％(25先中12先、市部
は21.4％)を占めたことも目立つ結果であった。

問２　�外国人労働者を雇用していますか。している場合はその割合、し
ていない場合はその理由をお答えください。

問３　�売上全体に占める外国人(旅行客含む)、もしくは外国企業向けの
売上げ(輸出含む)はどれくらいですか。

問１　�外国の方と接触する機会がコロナ前の水準に戻っているという実感はあり
ますか。また、ビジネスチャンスを増やしたいという意向はありますか。

　　単位：％
外国人の雇用（223社） 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産

外
国
人
労
働
者
を
　
　

　
　
　
雇
用
し
て
い
る

50％以上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
40％～ 50％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
30％～ 40％ 0.4 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
20％～ 30％ 0.9 0.0 0.0 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0
10％～ 20％ 1.3 3.6 5.0 0.0 0.0 0.0 2.6 0.0 0.0
10％未満 5.8 3.6 10.0 5.5 5.8 0.0 10.3 0.0 0.0

計 8.4 10.8 15.0 5.5 9.6 0.0 12.9 0.0 0.0
外
国
人
労
働
者
者
を

雇
用
し
て
い
な
い
　

人手が充足しており必要ない 37.2 39.3 45.0 51.9 15.4 23.5 33.3 80.0 75.0
受入負担 ( 就労環境設備、育成コスト等 ) が重い 23.3 32.1 25.0 11.1 34.6 29.4 23.1 0.0 0.0
雇用の方法が分からない、行政手続きの負担が重い 9.9 3.6 5.0 7.4 19.2 11.8 10.3 0.0 0.0
コミュニケーションなどで心配がある 21.1 14.3 10.0 24.1 21.2 35.3 20.5 20.0 25.0

計 91.5 89.3 85.0 94.5 90.4 100.0 87.2 100.0 100.0

　　単位：％
外国人との接触機会（219社） 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産

コロナ前を上回っている 16.4 10.7 23.8 19.2 17.6 5.9 13.5 0.0 37.5
コロナ前とほぼ同水準 27.9 17.9 19.0 36.5 23.5 52.9 27.0 20.0 12.5
コロナ前を下回っている 2.7 3.6 0.0 3.8 3.9 0.0 2.7 0.0 0.0
わからない 53.0 67.9 57.1 40.4 54.9 41.2 56.8 80.0 50.0

ビジネスチャンスを増やす意向（216 社） 単位：％
大いにある 4.6 3.6 5.0 5.8 2.0 5.9 5.3 25.0 0.0
どちらかというとある 15.3 14.3 15.0 19.2 18.4 0.0 13.2 0.0 25.0
どちらかというとない 24.1 32.1 35.0 21.2 24.5 29.4 18.4 0.0 12.5
まったくない 25.0 17.9 20.0 23.1 28.6 17.6 34.2 50.0 12.5
わからない 31.0 32.1 25.0 30.8 26.5 47.1 28.9 25.0 50.0
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問５　特別設問　�人材定着などに向けて2025年中に賃金（定昇分、賞与や
一時金除く）の引上げを実施(実施予定含む)しますか。

問４　�外国向けの売上げを増加させるための取組みを行っていますか。

　　単位：％
2025年中の賃金の引上げ（217社） 全業種 製造業 卸売業 小売業 建設業 運輸業 サービス業 鉱 業 不動産

引
上
げ
る

0％以上 2％未満 12.0 22.2 28.6 5.8 14.0 5.9 5.4 20.0 0.0
2％以上 4％未満 22.6 18.5 14.3 13.5 32.0 23.5 27.0 40.0 25.0
4％以上 6％未満 9.7 11.1 0.0 1.9 14.0 17.6 13.5 20.0 12.5
6％以上 4.1 0.0 9.5 3.8 2.0 0.0 10.8 0.0 0.0

計 48.4 51.8 52.4 25.0 62.0 47.0 56.7 80.0 37.5

引
上
げ
な
い

賃上げに見合う価格転嫁ができてない 8.8 3.7 4.8 11.5 6.0 11.8 13.5 0.0 12.5
同業や同地域内の他社が上げていない 2.8 0.0 0.0 3.8 0.0 11.8 2.7 0.0 12.5
今後の業績見通しが不透明 14.7 14.8 19.0 19.2 6.0 17.6 16.2 0.0 25.0
売上の低迷や伸び悩み 7.4 11.1 14.3 9.6 6.0 11.8 0.0 0.0 0.0
これまでに賃金を引上げ済み 11.5 14.8 4.8 17.3 16.0 0.0 5.4 20.0 0.0
自社に従業員はいない ( 家族経営など ) 6.5 3.7 4.8 13.5 4.0 0.0 5.4 0.0 12.5

計 51.7 48.1 47.7 74.9 38.0 53.0 43.2 20.0 62.5

　　単位：％
外国向けの取組み（212社） 全業種 製造業 卸売業 小売業 建設業 運輸業 サービス業 鉱 業 不動産

外
国
向
け
の
取
組
み
を

行
っ
て
い
る

製品・商品・サービス面の開発強化 0.5 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
営業力の強化 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0
ネットや広告による情報発信 0.5 　0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
海外拠点の設置・強化 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0 0.0
その他 0.5 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

計 2.5 3.7 0.0 4.0 0.0 0.0 5.6 0.0 0.0
外
国
向
け
の
取
組
み
を

行
っ
て
い
な
い

国内だけで十分な売上げがある 48.0 55.6 40.0 38.0 45.2 43.7 58.3 100.0 62.5
何をすればいいのかわからない 17.0 14.8 25.0 22.0 17.6 25.0 8.3 0.0 0.0
人材が不足している 8.5 0.0 5.0 6.0 17.6 18.7 2.8 0.0 12.5
資金面で余裕がない 9.0 11.1 15.0 12.0 3.9 6.3 8.3 0.0 12.5
その他 15.0 14.8 15.0 18.0 15.7 6.3 16.7 0.0 12.5

計 97.5 96.3 100.0 96.0 100.0 100.0 94.4 100.0 100.0

単位：％

外国向けの売上げ(輸出含む)　(223社) 全 業 種 製 造 業 卸 売 業 小 売 業 建 設 業 運 輸 業 サービス業 鉱 業 不 動 産
50％以上 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
40％～ 50％ 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0
30％～ 40％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
20％～ 30％ 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0 0.0
10％～ 20％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
10％～ 20％未満 15.2 10.7 5.0 34.0 3.8 5.9 15.0 0.0 37.5
外国向けの売上げはない 83.9 89.3 95.0 66.0 96.2 94.1 80.0 100.0 62.5

◎「取組みを行っている」は、全体で2.5％と少数
　「外国向けの売上げを増加させるための取組みを行っている」先は全体で2.5％ (回答先212先中5先)と
僅かであった。業種では、製造業1先、小売業2先、サービス業2先の内訳である。取組み内容は各先ま
ちまちであり、一定の方向性は見えずそれぞれの工夫で実施している様子が窺える。一方「取組みを
行っていない」は97.5％で、うち「国内だけで十分な売上げがある」が全体の48.0％を占めた。

◎半数近くが引き上げる(引き上げる予定)と回答。前回調査より若干の増加
　 全業種で48.4％が「引き上げる」と回答し、前回調査(令和6年1～3月期)より2.4ポイント上昇した。
業種別で見ると前回調査と同様、鉱業で高い数値を示し、建設業も62.0％ (前回も62.0％ )で高い割合で
あった。そのうち6％以上引上げる先は、市部8先(小売業2先、卸売業2先、建設業1先、サービス業3
先）、郡部サービス業1先の計9先で、割合的には前回2.3％から4.1％と上昇した。
　一方、「これまでに賃金を引上げ済み」を除いた「引上げない」理由として、どの業種も「今後の業
績見通しが不透明」を上げる先がもっとも多かった。
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管内主要経済統計管内主要経済統計
１．製 造 業 の 状 況
主要製造業生産動向  （単位：比％）

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

原油処理実績
　　　  千kl

前　年
同月比

紙製品出荷実績
　　　  トン

前　年
同月比

原油処理実績
　　　  千kl

前　年
同月比

06年01月 60,796 ▲ 9.1 585 ▲ 15.7 06年08月 64,755 ▲ 2.5 0 ▲ 100.0

06年02月 58,320 ▲ 8.7 647 18.7 06年09月 57,871 ▲ 12.3 184 ▲ 73.3

06年03月 68,161 ▲ 9.8 724 25.7 06年10月 63,509 ▲ 0.9 480 ▲ 31.1

06年04月 63,120 ▲ 7.6 515 19.2 06年11月 62,093 ▲ 10.2 450 ▲ 18.9

06年05月 61,568 ▲ 4.8 694 13.6 06年12月 62,699 ▲ 11.6 520 ▲ 26.1

06年06月 62,068 ▲ 0.3 425 ▲ 15.7 07年01月 54,648 ▲ 10.1 665 13.7

06年07月 62,836 3.2 0 ▲ 100.0
＊資料出所　…　苫小牧商工会議所調査月報

２．土 木・建 設  の 状 況
　①　公 共 工 事  （単位：百万円・％）

苫　小　牧　市 室蘭建設管理部 室 蘭 開 発 建 設 部
金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比 金　　額 前　年　比

0 6 年 0 1 月 8 100.0 30 ▲ 3.2 0 ▲ 100.0

0 6 年 0 2 月 0 ▲ 100.0 12 ▲ 7.7 612 198.5

0 6 年 0 3 月 512 ▲ 22.9 1,012 ▲ 5.4 5,492 26.3

0 6 年 0 4 月 148 ▲ 83.3 442 18.2 5,091 ▲ 6.8

0 6 年 0 5 月 1,567 51.0 289 ▲ 50.4 2,868 ▲ 34.8

0 6 年 0 6 月 1,448 ▲ 59.2 304 ▲ 62.6 3,108 ▲ 34.1

0 6 年 0 7 月 1,128 14.6 1,835 19.5 937 ▲ 50.5

0 6 年 0 8 月 893 3.7 1,261 9.1 891 ▲ 19.3

0 6 年 0 9 月 599 ▲ 7.6 512 ▲ 79.3 2,380 152.9

0 6 年 1 0 月 449 ▲ 46.6 167 ▲ 42.8 529 ▲ 65.1

0 6 年 1 1 月 122 ▲ 50.4 45 ▲ 60.5 199 12.4

0 6 年 1 2 月 96 — 16 23.1 546 —

0 7 年 0 1 月 1,360 16,900.0 26 ▲ 13.3 165 —
＊資料出所　－　苫小牧市、苫小牧商工会議所調査月報
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